別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　　目：教育指導費
	事業名:幼児教育推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　教育委員会学校支援課　幼稚園担当　電話番号：058-272-1111（内３５４７）

　　　　　E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：3,500千円（前年度予算額：3,500千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）事業目的
・幼児期の子どもが充実した幼児教育を受けることができるよう、岐阜県幼児教育アクションプランをもとに総合的に支援を行うとともに、モデル地域、研究団体による調査研究をとおして県内の幼児教育の充実を図る。
（２）事業内容
【幼児教育推進事業】

・関係各課で構成する幼児教育チームが、市町村教育委員会や研究団体に対して幼児教育充実のための支援体制について指導するとともに、幼児の発達の課題に即した総合的な指導の在り方等について支援を行う。
・「岐阜県幼児教育推進会議」を設置し、今後の岐阜県における幼児教育について、総合的に検討する。
・Ｈ２４～２５年度にかけ、実践研究を基に「岐阜県の幼保小連携資料」を作成する。

【アクションプランの実践事業】

・幼児教育振興モデル地域や研究団体を指定し、幼児教育の今日的な課題について実践研究を行い、その成果を県内に広める。
（３）実施期間
・平成２２～２５年度　幼児教育振興モデル地域の指定
・各教育事務所管内にモデル地域を指定し、幼児教育アクションプランの具現と更なる幼児教育の充実を図る（Ｈ２４～Ｈ２５年度の２年間）。得られた成果は、県内の幼稚園や保育所、小学校、市町村に広める。
・Ｈ２４～２５年度の2年間をかけ、「岐阜県の幼保小連携資料」を作成し、県内の幼稚園や保育所、小学校、市町村に広める。
	２　所要経費


　　事業費　3,500千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


・人と人とがつながり、地域をつくる力を、将来にわたってふるさとを支える基礎と位置づけ、幼児期から人とのコミュニケーション能力や協調性、他者に対する思いやりの心などを育てることを通じ、将来のふるさと岐阜県を支える人材を育成します
	２　これまでの取組状況


・「岐阜県幼児教育の在り方検討委員会」(幼稚園、保育園及び小学校の長、幼稚園ＰＴＡ会長並びに大学教授等で構成)を開催し、岐阜県における幼児教育に関する今日的課題や、子育て支援に関するニーズに対応できる幼児教育の在り方について、総合的に検討した。(5回開催) (H21～)

・「つなぐ・つながる幼児教育の推進」を目指し、幼児期の教育施策の効果的な推進のため、行動計画「岐阜県幼児教育アクションプラン『ぎふっこ』すこやかプラン」を平成２２年３月に策定した。

・幼稚園教育要領や保育所保育指針の趣旨や内容について理解が深まるよう、教育課程研究協議会を実施した。(3地区にて開催。参加者:公立幼稚園120名、私立幼稚園79名、保育所88名　認定こども園8名　市町村指導主事6名) (H23実績)
・岐阜県幼児教育アクションプランの具現のため市町村モデル地域（6モデル地域】、研究団体を指定し、幼児教育推進事業を推進した（Ｈ２２～Ｈ２３年度指定：瑞穂市、海津市、郡上市、白川町、瑞浪市、下呂市）。その成果をリーフレットにまとめ、県内全幼稚園、保育所、小学校、市町村へ周知した。
	３　これまでの取組に対する評価


・「岐阜県幼児教育アクションプラン『ぎふっこ』すこやかプラン」の具現を図るため、県内６市町村のモデル地域で具体的実践を進め、他市町村へ広げていく必要がある。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方

	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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